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2021確定闘争・基本要求交渉スタート
県労連2021確定要求書を副知事に提出
自治労県職労は基本要求提出交渉を実施

コロナ、豚熱など、この１年半の間奮闘してきた職員に報いる誠実な交渉を当局に求めます

自治労県職労は10月19日、「2022年度基本要求書」を労務担当局長に提出し、交渉を行いました。
2022重点要求項目

１．過重労働の撲滅

〇　新型コロナウイルス感染症対策業務以外も含めて、過労死水準である月100時間超を解消するために、現に超過している所属はもとより、超過する可能性のある所属には、年度内であっても、適正な人員配置を純増として早急に対策を行うこと。

〇　新型コロナウイルス感染症対策関連の人事異動にあたっては、全庁的に不急業務を休止し、業務の休止・廃止が可能な所属から異動させること。また、業務が休止・廃止されないにもかかわらず、新型コロナウイルス感染症対策本部等へ人事異動等をする場合は、代替職員を確実に確保すること。

〇　感染予防対策として行う始業前又は終業後の執務スペースの消毒を、業務として位置づけ、時間外勤務の対象とすること。
〇　議会対応や議員からの質問や照会について、「働き方改革」の観点からルール化するよう、議会との調整を行うこと。

２．必要な人員の確保

〇　新型コロナウイルスや豚熱など、突発的な災害等に対応するために対策要員を配置する場合は、県民生活に直接影響しない業務の休止等で対応すること。

〇　新型コロナウイルス感染症対応で明らかになったとおり、県民の命と健康を守るために、感染症対策や生活保護対応など、保健福祉事務所は大変重要であることを踏まえ、以前の統廃合を見直し、大幅に人員増を行い、機能強化を図ること。

３．労働安全衛生の確立

〇　労働安全委員会の開催に当たって、労働者側委員からの議題提出も求め、職場環境の改善を図ること。

〇　新型コロナウイルス感染症対策として、次の対応を行うこと。

○　感染者、感染の疑いのある方との接触の可能性のある業務を行う職員に対して、事前にきちんと安全教育を行い、防護用品等を支給すること。

○　職場で使用する消毒用アルコール等は、予算措置を講ずること。

○　各庁舎管理者は、共用会議室等の感染症対策を徹底すること。

〇　職員の自主運転を前提とすることなく、公用車への運転員の配置を増やすこと。

〇　やむを得ず職員が自主運転する庁用自動車の更新に当たっては、カーナビゲーションシステム、安全運転支援システムなど、職員が安全、快適に運転できる装備を整えること。

〇　恒常的な時間外勤務や時差出勤においても、職員の労働安全衛生を確保するめに、時間外においても空調設備を稼働させること。

〇　豚熱の対応について検証し、今後の対策に反映すること。

４．人材育成

〇　退職時までに行（１）５級相当に到達できるよう人材育成を図ること。

５．職場環境の整備

○　トイレに除菌シート等を用意するほか、洋式便器の蓋を自動開閉式にすること。

〇　東分庁舎の執務室等について、障害のある職員を含めて全ての職員が負担なく職務を遂行できるよう、労働安全衛生規則等を遵守した環境整備を行うとともに、業務上必要な会議室、書庫、キャビネットの設置場所を引き続き確保すること。
〇　庶務事務システム、会計システム、財産管理システム、文書管理システムなどについては、職員の使い勝手や事務の効率性の観点から検証し、必要な見直し・改善を行うこと。

〇　在宅勤務の環境整備に必要な補助を行うこと。

６．青年層からの要求

〇　初任給を抜本的に見直すとともに、若年層の賃金改善を行うこと。

〇　通勤手当の支給を早急に行うこと。特に新採用職員については、概算払いを行うなど、4月中に支給すること。

〇　産前産後休暇、育児休暇に入る職員に対して、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うこと。

〇　男性の育児休暇取得促進に向けて、所属長等から職員に対して制度を説明する等、取得しやすい環境の整備を図ること。

〇　育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前のため、地方職員共済組合への育児休業手当金の申請が遅くなり、手当金の受給が数か月遅れになる（＝数か月は無給で暮らすことになる）ことから、育児休業承認の辞令交付を早期に行う等の措置を実施し、育児休業開始月から手当金の支給がなされるよう地方職員共済組合側と調整すること。

７．再任用職員の要求
〇　再任用職員の一時金の支給月数について、現役と同様の支給月数とすること。

８．会計年度職員の要求

〇　会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。

〇　臨時的任用職員の雇用の安定を図るとともに、民間の非正規労働者が保証されている権利を保障すること。

〇　「同一労働同一賃金」の観点から、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件等について、常勤職員との均等・均衡を図ること。

〇　会計年度任用職員の業務を検証し、「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇について、交渉・協議を行うこと。

９．公正労働の確立

〇　指定管理制度や委託、派遣については、県民サービスの質や受託団体労働者の雇用や労働条件等を検証し、あり方について抜本的に見直すこと。

〇　津久井やまゆり園での事件を踏まえ、指定管理者制度について全般的な検証を行うこと。

10．ノーマライゼーションの推進

〇　加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合は、法の精神に従い誠実に対応すること。

〇　車椅子利用の職員が移動できるよう十分な執務スペースを確保すること。東庁舎においても、障害のある職員が安心して通行できるよう、室内外の通路幅を確保すること。

〇　本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

〇　知的障害者や精神障害者の雇用にあたっては、本人の希望、専門家の助言等に基づき、ジョブコーチ等を配置するとともに、本人及び職場からの相談窓口を設置すること。

〇　障害者差別解消法の改正を受け、民間企業の障害労働者からの相談窓口、トラブルを解決するための組織を早期に設けること。　　

また、当該組織には、専門的な知識を有し、トラブル解決に積極的に携われる人員を確保すること。

〇　合理的配慮にかかわる相談事例とその解決事例について、できる限り民間事業者にフィードバックし、トラブルの未然防止に努めること。

県人事委員会勧告に対する県労連声明
　県人事委員会は10月14日、県議会議長及び知事に対し、①民間の給与実態調査に基づく公民較差16円（0.00％）が極めて小さく、月例給の改定を見送る②一時金については民間の支給割合（４．３０月分）が、職員の支給月数（４．４５月分）を下回っていることから０．１５月分を引き下げ③給与カーブの見直しなどを主な内容とする「職員の給与に関する報告及び勧告」を行った。
　県労連は、9月6日に県人事委員会へ要求書を提出し、「新型コロナ感染症対応で奮闘する職員の手当等の改善」「月例給・一時金の改善」「働き方改革の具体的推進」「長時間労働の是正、ハラスメント防止対策の実施」などを強く求めてきた。さらに、国の人事院勧告に追随したものではなく、神奈川で働く者の実態を反映した独自の措置を求め、職場からの切実な声と昨年を上回る12,728筆の署名をあわせて要請行動を行った。

しかしながら、月例給の改定が行われなかったこと、一時金の大幅なマイナスが勧告されたことは、民間給与実態等を反映したものではあるが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大のもとで県民の生命と暮らしを守るために奮闘している組合員の期待に反する内容であり、極めて不満の残る勧告と言わざるを得ない。

さらに、給料表の見直しにかかわり、国家公務員の給料表との均衡を求める給与カーブの見直しを勧告したことは、すべての職員の生活への影響、とりわけ高齢層職員のモチベーションへの配慮に欠けるとともに、この間の労使交渉の経過を軽視するものであり、容認することはできない。

また、長時間労働の是正や勤務環境の整備、ハラスメントの防止などは、具体的な施策を提起することなく要請に終始していることは、第三者機関としての責務を果たしているとはいえず、これらの課題は、スタートする労使交渉で実態等を訴え、改善を図らなければならない。

　県労連は、厳しい状況下で奮闘する県職員の期待に応える勤務条件の改善に向け交渉をスタートさせていくが、職員一人ひとりの仕事への意欲や士気を高め、県民サービスの維持向上につなげるとともに、県下全ての労働者・県民の生活改善に大きく寄与するべく、2021賃金確定闘争を全力で取り組む決意を表明する。
2021年10月15日

神奈川県職員労働組合連合協議会（県労連）
県労連確定闘争交渉日程
10月21日（木）副知事回答交渉

　　　　　県労連第1回幹事団交渉

22日（金）県労連支部代交渉

26日（火）県労連第2回幹事団交渉

29日（金）総決起集会（WEB開催）

11月  1日（月）副知事決議文手交

2日（火）県労連第3回幹事団交渉

8日（月）県労連最終幹事団交渉

9日（火）自治労県職労拡大評議委員会

11日（木）戦術配置
フードドライブにご協力を！








